
A．研究目的

歯科の医療体制整備に関する研究班の最終目的は

HIV感染者に対する差別や偏見のない歯科医療供給

の体制を全国で構築することと信じている。残念な

がら、この目的（目標）は一朝一夕に到達できるも

のではないが、そこまでのプロセスとして次のよう

な目的を掲げた。

1．歯科医療ネットワークの構築

まず、現実的かつ暫定的対策として、拠点病院と

連携しHIV感染者の受入れ可能な歯科診療施設（一

般の歯科医院）のネットワークを全国で構築するこ

とを目指す。

2．歯科医療従事者養成過程への介入

次世代の歯科医師や歯科衛生士を啓発することは

将来の健全な歯科医療体制の継続のために重要であ

る。そこで歯科医療従事者養成過程への介入を目的

とした。

3．経皮的曝露時の予防薬の配備状況に関する調査

歯科医療の特性として微量ながらも血液曝露の可

能性は高い。それゆえ、歯科医療従事者の啓発が進

むにつれ、各地で予防薬の配備状況に関心が持たれ

るようになってきている。そこで、全国の予防薬の

配備状況等について確認することとした。

B．研究方法

1．歯科医療ネットワークの構築

1）ブロック別の啓蒙、啓発活動

従前からブロック拠点病院の歯科部門の代表者等

が各ブロック内の都道府県歯科医師会と協働し、歯

科医療ネットワーク構築のための協議会とネットワ

ーク参加を促すために講習会等を実施してきた。そ

の活動を継続する。

2）ブロックHIV 歯科医療連絡協議会の実施

平成27年から実施しているブロック単位でのHIV

歯科医療連絡協議会の開催を企画した。本協議会は
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歯科の医療体制整備に関する研究班の長年の主たる活動は、HIV感染者の歯科医療の提

供のために、各都道府県において歯科医療ネットワークの構築である。しかしながら、

HIV感染者の少ない地域などでは、歯科医療提供の体制整備に緊迫感が乏しいようであ

る。そこで、長年稼働している歯科医療ネットワークの実績を調べ、有用性を確認し

た。また、HIV感染者の少ない地域でも歯科医療が提供できるようにブロック単位で広

域ネットワークの構築にも着手した。

HIV感染者の歯科医療環境の改善には、すでに就業している歯科医療従事者の啓発のみ

ならず、将来の歯科医療従事者を啓発することこそ重要と考えている。そこで、歯科

大学・歯学部病院におけるHIV感染者の対応について調査した。それらの病院は歯科

医師卒後臨床研修施設でもあるので、卒後研修におけるHIV感染者の偏見なき受入れ

を要請した。

歯科治療行為は多くが観血的処置である。それゆえ、啓発が進むにつれ、開業歯科医

師から経皮的曝露時の予防薬の準備体制に関心が持たれている。そこで、都道府県の

医療行政担当部署を対象として、予防薬の配備状況についてアンケートを行った。  

研究要旨
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各ブロック内の都道府県行政HIV医療担当部署、都

道府県歯科医師会、ブロック拠点および中核拠点病

院歯科部門の代表者を招集している。

今年度は、特に広域歯科医療ネットワークの構築

を目指した。すなわち、HIV感染症の治療の進歩に

より、HIV感染者の移動も普通のこととなり、より

広域での歯科医療連携が求められるようになってき

たからである。また、それにもかかわらずHIV感染

者の少ない地域ではHIV感染者の歯科診療に関する

必要性の認識が低く、その対応の進展が乏しいこと

も背景にある。そこでブロック拠点病院の歯科関係

者が中心となり、各地の歯科医師会と協働しブロッ

ク内全体を包括する歯科医療ネットワーク構築を

し、セーフティネットとして歯科医療が提供できる

ように協議した。

3）歯科医療ネットワークの実績調査

平成26年度の調査により構築が判明している歯科

医療ネットワークの管理者等に、1年間のネットワ

ークの稼働状況（病診連携状況）を問い合わせた。

2．歯科医療従事者養成過程への介入

1）歯科大学・歯学部病院におけるHIV 感染者の受入

れ状況の調査

現在、新卒の歯科医師は1年以上の卒後研修を研

修施設ですることが義務となっている。多くの新卒

歯科医師は歯科大学や歯学部の附属病院で卒後臨床

研修を受けている。そこで、全国の歯科大学、歯学

部の附属病院等34施設に対し、調査用紙を郵送し

た。調査項目は各種の診療報酬加算のための認定の

有無、卒後臨床研修施設認定の状況、そしてHIV感

染者の受入れ実績、診療科ごとの受入れ可否、およ

び卒後臨床研修におけるHIV感染者の対応などであ

る。なお、アンケート結果は情報提供のために公表

することを事前に依頼文に明記した。

2）アンケート結果のフィードバック

上記アンケート結果を踏まえ、HIV感染者の歯科

治療を卒後臨床研修に取り入れていただくように

「HIV感染者の歯科医療に関する歯科大学および歯

学部病院会議」を企画した。

3）歯科衛生士養成学校への働きかけ

全国で歯科衛生士養成学校は160校程存在する。こ

れらの養成学校においてHIVについて適切な知識が伝

えられることは重要である。そこで、日本歯科衛生

教育学会を通じて、これらの学校教員を啓発する。

3．経皮的曝露時の予防薬の配備状況に関する調査

歯科治療は最も経皮的曝露が発生しやすい医療と

考えられている。そこで、都道府県のHIV医療関係

部署にアンケート用紙を送付し、曝露時予防薬の配

備状況を調査した。

（倫理面への配慮）

本研究においては、アンケート調査を含め個人情

報に関わるものは無い。また、学会発表に際しても

匿名性を確保し倫理面での問題はない。

C．研究結果

1．歯科医療ネットワークの構築

1）ブロック別の啓蒙、啓発活動

各ブロックの講演会、研修会等（都道府県単位以

上のもの）は表1の通りである。
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表1　平成29年度に開催した講演会および研修会（主に県単位以上のもののみ掲載）
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2）ブロックHIV 歯科医療連絡協議会の実施

（1）東海ブロック HIV 歯科医療連絡協議会

平成28年8月26日に名古屋医療センターにおいて

開催した。

（2）北陸ブロック HIV 歯科医療連絡協議会

平成28年10月14日に石川県立中央病院にて開催

した。

両協議会とも参加者としてはブロック拠点および

中核拠点病院の歯科部門代表者、各県歯科医師会代

表者および各県のHIV/AIDS医療関係者である。東

海ブロックの連絡協議会では愛知県におけるネット

ワークの状況を説明し、また、静岡県浜松市におけ

る歯科医療連携の状況が紹介された。歯科医療体制

の必要性の認識をあらためて共有した。これらを参

考に静岡県東部、岐阜県、三重県でも対応しいてい

ただける体制を整えていただくように依頼した。

北陸ブロックの会議では、HIV感染者数が少ない

こともあり、一般歯科医院でのHIV感染者の受入れ

に現実性が乏しいようである。両協議会において

HIV感染症の長期療養化時代を踏まえ、さらなる啓

発が必要であることを確認した。

HIV感染者の多寡により、各自治体におけるHIV

感染者の歯科医療提供に関する認識の温度差がある

ことは否めない。そこで両連絡協議会ではHIV感染

者が少ない地域でも円滑に歯科医療が確保できるよ

うな受け皿として広域ネットワークの準備を提案

し、具体的行動について協議した。

なお、北陸ブロックHIV歯科医療連絡協議会には

日本歯科医師会からも副会長の出席もあり、従来に

比較し、HIV感染者の歯科医療の問題解決に対する

姿勢が示された。

3）歯科医療ネットワークの実績調査

平成27年度の調査により構築が確認でき、地域

の歯科医師会も参画している歯科医療ネットワーク

は10件程である。それらに加えブロック拠点病院

などが直接連携しているようなネットワークが存在

する。それらを対象にして平成28年度の稼働の状

況を調査した。結果、年間約300名のHIV感染者が

一般歯科医院に紹介されていることが明らかとなっ

た（表2）。

2．歯科医療従事者養成過程への介入

1）歯科大学・歯学部病院におけるHIV 感染者の受入

れ状況の調査（表 3）

31施設（91%）から返答があった。全てが歯科外

来診療環境体制加算施設であり、卒後臨床研修施設

でもあった。ちなみにこれら 31 施設で計算上、

1900名余りの研修医を擁していたことになる。22

施設では過去5年間にHIV感染者の歯科診療実績が

あった。全診療科において受入れ可は23施設あり、

ほとんどの診療分野での受入れ可能と回答している

施設も含めると84%の施設が可能と判断された。ま

た、現段階では受入れ困難との回答の施設でも、今
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表2　平成28年におけるHIV感染者の歯科医療連携状況
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表3　全国の歯科大学・歯学部病院におけるHIV感染者の受入れ状況（平成29年4月現在）

注釈

本調査におけるHIV感染者とは「ARTを受け、血中ウイルス量がコントロールされている者」と想定している。
実績：平成28年度以前のHIV感染者の受入れ実績の有無。
保存：保存治療　歯内：歯内療法　補綴：クラウン、ブリッジなどの補綴治療　義歯：床義歯作製による治療　小児：小児歯科治療
矯正：歯列矯正治療　口外：口腔外科治療　研修：歯科医師卒後臨床研修

○：HIV感染者の診療に対応している。

×：HIV感染者の診療に対応していない。

△：その他（経験がないのでわからないなど）
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後、対応していくとの記載があった。ただし、臨床

研修においては、HIV感染者の診療が受入れ可は12

施設、制限はしているものの受入れ可が3施設で、

両者を合わせても約半数に留まった。

2）アンケート結果のフィードバック

全国の歯科大学・歯学部病院から医療安全もしく

は感染対策の関係者を招集した。感染対策において

HIVは標準予防策で十分であることの理解と、卒後

研修期間において適切な感染対策の習得がなされる

ように説明した。その反応として平成29年度には

東京医科歯科大学附属病院および朝日大学歯学部附

属病院において、HIV感染者の歯科診療に関する講

演の機会をいただいた。　

3）歯科衛生士養成学校への働きかけ

平成30年度の日本歯科衛生教育学会研修会にお

いてHIV感染者の歯科治療に関する講演を予定して

いる。

3．経皮的曝露時の予防薬の配備状況に関する調査

全都道府県から回答を得た。多くの自治体におい

て予防薬の配備されていることが明らかとなった。今

後、各地区における歯科医療ネットワーク構築の際

などに情報共有をすることができるようになった。

D．考察

歯科の研究班としては現実的な対応としてHIV感

染者の円滑な受入れのために歯科医療ネットワーク

の構築に尽力してきた。長年の啓発活動もあり比較

的（例外もあるが）HIV感染者が多い地域などでは

ネットワークが構築されている。実際、歯科医療ネ

ットワークの実績調査により、年間、約 300 名の

HIV感染者が一般歯科医院に紹介されていた。エイ

ズ動向委員会からの新規報告件数を鑑みれば、かな

りの数字と考える。すなわち、歯科医療ネットワー

クの有用性は明らかであり、HIV感染症以外の医療

の中では、数字上最もHIV感染者の診療を担ってい

るのが歯科領域であることが確認された。

しかしながら、ブロック拠点病院の存在しない府

県や感染者の少ない地域では、認識の温度差は否め

ない。そこで今年度はブロック単位で歯科医療の対

応を補完できるように広域ネットワーク構築を目的

にブロック HIV 歯科医療連絡協議会を東海ブロッ

ク、北陸ブロックで実施した。この活動を次年度に

は全国に拡大予定である。なお、この活動には日本

歯科医師会かの賛同も得られており、執行部から対

応協力の旨が発信もなされている。しかも、HIV感

染症の長期療養化時代を迎え、ネットワーク構築は

あくまで暫定的対応策であることを、今まで以上に

明確にした声明となっている。

HIV感染者に偏見、誤解なき歯科医療環境を形成

し継続していくためには、次世代の歯科医療従事者

の教育、研修こそ重要であることは明らかである。

そこで、今年度はまずは歯科大学、歯学部病院の状

況を調査したが、アンケートの回答からでは意外と

HIV感染者の受入れがなされていると感じた。しか

し、本来すべき歯科医師卒後研修では十分にはなさ

れていないと推測され、今後は歯科医療従事者の養

成過程における啓発に注力していくべきであろう。

なお、昨年度は血友病患者の歯科医療の提供状況に

ついて調査した。薬害被害者に安定的に安心安全な

歯科医療が提供されるためには、やはり歯科医療従

事者養成課程への関与が求められると考えている。

さて、地域の歯科医師会などHIV感染者受入につ

いての議論を進めると話題に上ることのひとつが、

経皮的曝露時予防薬の配備である。歯科治療による

HIV感染はARTを受けている患者からは否定的であ

る。しかし、経皮的曝露の発生頻度が高いと想定さ

れる歯科医療ゆえ予防薬配備は心情的に必要と思わ

れる。前述したブロックHIV歯科医療連絡協議会の

中で情報が共有されることがあるが、全国的にHIV

感染者の歯科医療の均てん化を進めるにあたり必要

な情報と考え調査した。ほぼ、全国で対応策が考慮

されているものの、方策は異なり、また地域特性も

あるので一律に比較はできないと考えられた。今

後、ブロックHIV歯科医療連絡協議会などで活用し

ていきたい情報である。

E．結論

長年の啓発活動により、HIV感染者の歯科医療ネ

ットワークによるHIV感染者の受入れがなされてい

ることがわかった。しかし、地域による温度差もあ

り、セーフティーネットとして広域ネットワークを

まずは構築していく。同時に将来に向け、歯科医療

従事者の養成課程における啓発を積極的に取組む必

要性があると考えられた。

F．健康危険情報

なし
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